
学校力向上に向けた「チーム南小」の取組 
～子どもの未来保障を実現する学校改善の推進～ 

 

稚内市立稚内南小学校 

校長   杉本 浩一 

（学級数    16） 

１ 実践のポイント 

 (1) 組織マネジメントの充実 

  ① 意思決定過程の明確化   ② 短期的な検証改善サイクルの確立 

 (2) 働き方改革の推進 

  ① 教職員の課題意識の高揚  ② チーム体制の構築による組織的な取組の推進 

 (3) 教師の指導力の向上 

  ① メンターチームによる授業改善  ② 教科担任制による中学校との連携   

 

２ 実践の具体 

 (1) 組織マネジメントの充実 

   子どもたちが、今後、変化の激しい社会を生きていくためには、時代の変化に対応して、子どもたち

に様々な力を身に付けさせることが求められており、教育活動の質の向上を図ることが重要である。 

   そのため、個々の教員が個別に教育活動に取り組むのではなく、校長のリーダーシップの下、学

校のマネジメントを強化し、組織として教育活動に取り組む体制を確立する必要がある。 

   本校は、宗谷管内において、児童数370名（全16学級）、教職員数28名を抱える大規模校であり、

校長の方針に基づく教育活動を迅速かつ確実に実施する体制を確立することが重要であると考え、

「意思決定過程の明確化」と「短期的な検証改善サイクルの確立」に向けた取組を推進している。 

 

  ① 意思決定過程の明確化 

    子どもを取り巻く課題が複雑化・多様化する中、本校でも職員会議をはじめ、特別委員会、各

分掌・学年部会など、様々な会議を開催し、課題の解決に当たってきたところであるが、教育活

動や指導等の工夫改善に時間を要することに課題が見られていた。 

    そこで、各種会議等を整理し、関係性等を明確にすることで、校長の方針に基づく教育活動等

を迅速に実施する体制づくりを確立するとともに、各種会議の目的や内容等について教職員で共

有し、教職員の経営参画意識の高揚を図りつつ組織的な学校改善を進めている。 

   〔意思決定の基本的な流れ〕 

   （例１）教育委員会からの通知等に基づく取組 

① 校務運営委員会で管理職が説明し、関係分掌部長に、

本校での推進方策を検討するよう指示 

② 分掌部会で推進計画を検討の上、校務運営委員会で説

明し、校長が決定 

③ 分掌部長が学年主任に指示し、各学級等で実施 

  （例２）例年実施している活動等 

   ① 分掌部会で例年実施している活動等の計画を検討 

   ② 校務運営委員会で分掌部長が説明し、校長が決定 

   ③ 分掌部長が学年主任に指示し、各学級等で実施 

  （例３）各分掌が新たに計画した活動等 

   ① 分掌部会で新たな活動等の計画を検討 

   ② 校務運営委員会で分掌部長が説明し、校長が決定（必要

に応じて、職員会議で意見聴取を行った上で校長が決定） 

   ③ 分掌部長が学年主任に指示し、各学級等で実施 
【本校の意思決定過程】 



   〔各種会議の内容等〕 

 分掌部会 校務運営委員会 職員会議 

役   割 教育活動等の企画・立

案 

校長の方針等に基づく取組

の推進方策の決定 

校長の職務の円滑な遂行 

内   容 担当業務（教育活動）

の実施計画の検討 

校長の方針の周知、各分掌

等の計画決定、相互の連絡 

校長の方針の周知、職員の

意見聴取、相互の連絡等 

回数（時間） 必要に応じて 

（45分以内） 

月１回程度 

（30分程度） 

数か月に１回程度 

（30分程度） 

 

② 短期的な検証改善サイクルの確立 

    新学習指導要領においては、カリキュラム・マネジメントの充実が求められており、学校にお

いては、各種調査結果やデータ等を活用し、児童や地域の実態を定期的に把握し、そうした結果

から現状等を確認・分析し、課題解決のための方策を明確にすることが重要である。 

    本校では、年度を見通した長期目標を設定し、その目標の実現に向けて、短期目標を設定する

とともに、学力向上に関わっては、年４回のＰＤＣＡサイクルを確立するなどして、目標の達成

状況等を分析・検証し、教育活動の質の向上に向けた取組を計画的に推進している。 

   〔学力向上に関する検証改善サイクル〕 

   （令和２年度の長期目標） 

   ・年度末のＣＲＴ検査において、全ての

児童生徒が、前年度の結果を３ポイン

ト上回る。 

   （４～７月までの短期目標） 

   ・チャレンジテスト 1 学期末問題におい

て、全ての児童生徒の平均正答率を８

割以上とする。 

   ・授業アンケートにおいて、全ての児童

生徒が、「国語・算数の授業はよく分か

る」と回答する。 

 

  〔成果と課題〕 

   ○ 会議の役割や内容等を明確にし、教職員で共通理解を図ったことにより、意思決定過程に基

づき、会議を効率的に開催することができた。また、校長の方針に基づく教育活動等を迅速に

実施することができた。 

   ● 学校のＰＤＣＡサイクルに各種会議を計画的に位置付け、学校の教育活動がより効率的で効

果的に展開できるようマネジメントの充実を図る必要がある。 

 

 

 (2) 働き方改革の推進 

   学校が抱える課題が複雑化・多様化する中、こうした課題を解決していくためには、管理職がリ

ーダーシップを発揮し、教職員が改革の必要性を理解する機会を設けることや、多様な専門性をも

つ職員等がそれぞれの専門性を生かして、連携・分担することができる体制を整備することなどが

重要である。 

   本校では、ＩＣＴを活用し、職員の出退勤管理と時間外勤務時間の共有、外部の専門機関等との

連携による支援体制を整備し、教員の働き方改革を推進している。 

 

【本校の学力向上プラン】 



  ① 教職員の課題意識の高揚 

    本校では、今年度からＩＣＴを活用した出退勤管理を実施し、毎月の時間外勤務の状況をデー

タ化することで、教職員一人一人が自身の勤務実態を客観的に把握するとともに、時間外勤務の

縮減に向けた目標（前月を下回る）を明確にしながら、業務改善を推進している。 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② チーム体制の構築による組織的な取組の推進 

    本校では、様々な課題に適切に対応し、より効果的な教育活動を推進することができるよう、

経験豊富な退職教員やスクールソーシャルワーカー、学習支援員、スクールサポートスタッフ、

交通指導員などを活用し、チーム体制による組織的な指導に努めている。 

〔各種課題に対応したチーム体制〕  

課 題 チーム体制 主な内容 

安全指導 管理職、生徒指導担当者、交通指導員 登下校の見守り 

学習指導 学級担任及び退職教員、学習指導員 
習熟の程度に応じた指導 

配慮が必要な児童への指導 

不登校 管理職、養護教諭、学級担任、スクールソーシャルワーカー 不登校児童及び家庭への対応 

教育環境 
管理職、学級担任、養護教諭、事務職員、スクールサポート

スタッフ 

校舎内消毒、清掃 

外部対応、事務作業 

 

 

〔成果と課題〕 

   ○ ＩＣＴを活用し時間外勤務の状況を可視化したことで、教員一人一人が働き方を見つめ直す

ようになり、時間外勤務縮減に向けた具体的な数値目標を設定するなど、学校全体として業務

改善に努めようとする機運が高まった。 

   ● 教職員を対象とした業務改善のアンケートの実施やプロジェクトチームの編制など、より一

層、教職員の改革意識を高めるとともに、ＩＣＴを活用した会議や家庭との連携などの働き方

改革に向けた環境整備に努める必要がある。 

 

(3) 教師の指導力の向上 

   今年度から新学習指導要領が全面実施となり、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改

善の推進や小・中学校の９年間を見通した教育課程の編成に向けては、教師の指導力向上に向けた

取組を計画的、組織的に推進することが重要である。 

   本校では、若手教員とミドルリーダーのバランスがよいことから、教師一人一人のよさを生かし、

指導力向上に向けた組織的な取組が推進されるよう「メンター研修」に計画的に取り組むとともに、

中学校区の３校の定期的な授業交流を教育課程の工夫改善に生かすことができるよう高学年にお

ける教科担任制を導入し、学校間の連携による授業改善等を進めている。 

【ＩＣＴによる出退勤管理】 

〔令和 2 年度時間外勤務の状況〕 

月 
一人当たりの 

時間外勤務時間 

月 30 時間以上の時間 

外勤務の人数の割合 

４月 1 時間 57 分 67% 

５月 1 時間 12 分 30% 

６月 2 時間 10 分 63% 

７月 2 時間 22 分 56% 

８月 1 時間 34 分 34% 

 



① メンターチームによる授業改善 

  本校の教諭等は、40歳未満が６名、40歳以上が 18名となっており、若手教員の授業力、ミド

ルリーダーの経営参画意識を高めることを目的にメンター研修を実施している。 

  構成は、１チーム４から５名のチームを複数編成し、日常の授業改善に直結するよう「学習過

程」「発問」「評価」などとし、授業交流週間を設けるなどして、実践に基づき効果的な指導方法

等について理解を深めている。 

 〔令和２年度研修計画〕 
期  日 形 式 研修内容 備  考 

５月 15 日（金） 研修 主体的な学習態度を育む授業改善について ブロック 

５月 18 日（月） 

～29 日（金） 
授業交流① 

メンターによる授業 

「発問」「評価」の工夫 
メンター研修 

６月 15 日（月） 

 ～26 日（金） 
授業交流② 

メンティによる授業 

「発問」「評価」の工夫 
メンター研修 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

② 教科担任制による中学校との連携 

  現在、中央教育審議会では、義務教育９年間を見通した教科担任制の在り方について議論が進

められており、本校においても教科の系統性を踏まえ、児童に新学習指導要領で求められている

資質・能力を育むため、高学年の理科において教科担任制を導入している。 

理科の教科担任は、理科の内容の理解度・定着度の向上はもとより、ＩＣＴの効果的な活用や

問題解決の学習過程の工夫などを目指し、進学先の中学校の理科の教科担任等と授業研究、指導

計画の工夫改善の取組を進めている。 

                      〔中学校との連携による研修等の状況〕 

                     

 

 

 

 

 

 

〔成果と課題〕 

   ○ 授業実践を伴うメンター研修を行ったことで、「発問」や「評価」など、日常の授業改善に直

結する学習指導の工夫改善について理解を深める機会にすることができた。また、ミドルリー

ダーによる若手教員への指導等を通して、学校改善に向けたミドルリーダーの参画意識を高め

ることができた。 

   ● 教科担任制を導入したことで中学校との円滑な接続に向けた指導計画等の工夫改善を図る

とともに、学級担任の教材研究等の時間の確保など、負担軽減につながった。今後は、教科担

任のみならず教務主任レベルでの連携をより一層深め、９年間を見通した教育課程の編成に努

める必要がある。 

期日 内   容 

８/27 授業公開、授業改善に関する協議 

11/24 授業公開、授業改善に関する協議 

１/29 次年度の年間指導計画等に関する協議 

２/26 次年度の年間指導計画等の確認 

【メンターによる授業】 【メンティによる授業】 

【メンティの感想】 
交流の場面で多様

な考えを引き出すた
めに、予想される考
えを事前に想定し、
個の見取りを行って
いることが参考にな
りました。 

【理科の教科担任による指導】 

【メンターの感想】 
前時の学習内容を想

起させる発問が効果的
でした、本時の目標を
実現している子どもの
姿を明確にして手立て
を講じる必要があると
思いました。 
 


